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研究交流計画の目標・概要 

［研究交流目標］交流期間（最長３年間）を通じての目標を記入してください。実施計画の基本となります。 

 これまで宇宙開発は主に先進国の宇宙機関が独占的に行ってきた。しかし、この 10 年余りの間に、価格

が従来の衛星の 1/100-1/1000、重量は 50kg程度あるいはそれ以下という超小型衛星が急速に台頭してきた。

この種の衛星は、低価格なだけでなく、大型の衛星に比べ特別な技術を必要とせず、また短期での開発が可

能なことから、資金力や技術力で先進国に及ばない発展途上国であっても、比較的短期間の適切な教育支援

によって、自国での開発や運用に手が届く状況になりつつある。開発途上国は、農林水産業の振興、資源開

発、防災、環境問題など、共通する多くの課題を抱えており、それらの解決のためには、衛星による国土の

把握・監視は不可欠である。一方、超小型衛星の出現は、日本をはじめとする先進国にとっても、その観測

頻度（事実上の連続モニタリング）やデータ量（100-1000 倍）の点で、宇宙開発が始まって以来の大変革

をもたらすものである。それらを効果的に活用し、世界的な競争力を醸成するためには、大規模な国際協力

のもとに数 10-数 100機の連携運用を実現すると共に、地上での検証データを効率的に収集する仕組みが必

要である。 

こうした背景を鑑み、本事業では、超小型衛星及びそれに繋がる UAV・航空機を活用したリモートセンシ

ングに関し、多くの難問を共有する ASEAN を中心としたアジア各国との間でコンソーシアムを構築し、次世

代の宇宙開発の地域交流モデルを創出する。具体的には、超小型衛星及び搭載機器の開発・運用技術、それ

らで得られるデータ、さらにそのデータから問題解決につなげるための解析技術を共有する体制を、相手国

を中心としたアジア各国に対応組織（タスクフォース）を設置し、情報交換と検討の場を作ることで実現を

めざす。同時に、各国に日本流の衛星開発体制を浸透、確立する支援を行い、打上げられた衛星の共同利用

を進め、将来の日本主導の大規模連携運用への基礎を固めることも目標とする。

［研究交流計画の概要］①共同研究、②セミナー、③研究者交流を軸とし、研究交流計画の概要を記入して 

ください。 

① 共同研究：相手国の衛星観測に対する需要に応じた衛星機能及び観測装置の開発を、日本及び参加国間

の共同で行う。フィリピン等先行する国では、日本との協力で衛星開発がすでに始まっており、それらの

仕様決定と開発に効果的な情報交換の場を設けると同時に、後続の国にもドローンなど小型航空機による

リモートセンシング技術を導入する。また、効果的な地上検証を行うために、各国で拠点機関を中心とし

た利用サイドの機関（農林水産業、自然災害、環境などの関係省庁や大学）のネットワークを構築し、そ

れらを巻き込んだ、地上検証体制を日本側の対応機関も含めた形で構築する。3年の事業期間終了までに

この 5カ国と日本で、合計 6-8機の超小型衛星の打ち上げが完了する予定だが、それらの連携運用やデー

タ共有の仕方について、議論、試験運用を行い、モデルとなる運用・利用形態を模索し、世界に提示する。 

②セミナー：参画する国の科学者及び技術者を集めたセミナーを年 2 回程度開催し、各国での進捗状況を報

告するだけでなく、それぞれで得られた新たな知見をコミュニティとして共有し、衛星の効果的利用を

加速する。また、専門分野毎に分科会を作り、そちらも参画国全体を横通しした会議を、年 4 回くらい

のペースで、主としてテレビ会議システムを活用して行う。参画する国としては、相手国として挙げた 5

カ国以外の ASEANの国々にも声をかけていく。

③研究者交流：各国の研究者の交流を図り共同研究の効果をあげるため、上記のセミナー及び分科会会議の

開催に加え、お互いの国に短期滞在（1-2週間）する機会を設ける。



［実施体制概念図］本事業による経費支給期間（最長３年間）終了時までに構築する国際研究協力ネットワー

クの概念図を描いてください。


